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議案第１３３号 

 

常総市表彰条例の一部を改正する条例について 

 

常総市表彰条例の一部を改正する条例を次のように定めたいので，地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定により議会の議決を求

める。 

 

令和４年２月２４日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

提案理由 

本案は，表彰を受けるべき者の欠格に係る規定を改めるほか，表彰の特例に係

る規定を設ける等の改正を行うため，これを提出する。 



2 

常総市条例第３０号 

 

常総市表彰条例の一部を改正する条例 

 

常総市表彰条例（昭和４９年水海道市条例第１１号）の一部を次のように改正

する。 

第６条中第２号を削り，第３号を第２号とし，第４号から第６号までを１号ず

つ繰り上げる。 

第８条中「市の記念行事若しくは式典において，又は必要に応じて随時」を

「毎年１回，市長が定める日に」に改め，同条に次のただし書を加える。 

ただし，特に必要と認めるときは，この限りでない。 

第１３条を第１４条とし，第９条から第１２条までを１条ずつ繰り下げ，第８

条の次に次の１条を加える。 

（表彰の特例） 

第９条 この条例により表彰を受けることとなった者が表彰前に死亡したとき，

又はこの条例により表彰を受けるに相当する功績がある者が死亡したときは，

表彰状，功労章及び記念品は，その遺族に贈呈するものとする。 

附 則 

この条例は，公布の日から施行する。 
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議案第１３４号 

 

常総市消防団条例の一部を改正する条例について 

 

常総市消防団条例の一部を改正する条例を次のように定めたいので，地方自治

法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定により議会の議決を

求める。 

 

令和４年２月２４日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

提案理由 

本案は，地域防災力の強化を目的として，特定の活動に限り従事する機能別団

員制度を導入することとし，消防団員の種別，費用弁償の額を定める等の改正を

行うため，これを提出する。 
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常総市条例第３１号 

 

常総市消防団条例の一部を改正する条例 

 

常総市消防団条例（昭和５４年水海道市条例第１０号）の一部を次のように改

正する。 

第１条中「「団員」」を「「消防団員」」に改める。 

第２条の次に次の１条を加える。 

（消防団員の種別） 

第２条の２ 消防団員の種別は，基本団員及び機能別団員とする。 

２ 基本団員は，機能別団員以外の消防団員とする。 

３ 機能別団員は，基本団員の側面的支援その他消防団長（以下「団長」とい

う。）が特に必要と認める活動に従事する消防団員とする。 

第３条中「団員」を「消防団員」に改める。 

第４条中「消防団長（以下「団長」という。）及びその他の団員」を「団長及

び団長以外の消防団員」に，「団長は」を「団長にあっては」に，「，その他の

団員は」を「，団長以外の消防団員にあっては」に改める。 

第５条，第６条，第７条第１項及び第９条中「団員」を「消防団員」に改める。 

第１０条中「団員は」を「消防団員は」に，「その他の団員」を「団長以外の

消防団員」に改め，同条ただし書中「団員」を「消防団員」に改める。 

第１１条及び第１２条中「団員」を「消防団員」に改める。 

第１３条第１項各号列記以外の部分中「団員」を「消防団員」に改め，同項に

次のただし書を加える。 

ただし，機能別団員には，報酬は支給しない。 

第１３条第２項中「技術員（消防自動車の機関員をいう。）」を「消防自動車

の機関員」に改め，同条第４項中「年の中途において就職したときは，その年」

を「消防団員が年度の中途において，その職に就いたときにあってはその年度」

に，「離れたときは，その年」を「離れたときにあってはその年度」に改める。 

第１４条第１項中「団員が火災」を「消防団員が火災」に改め，同項ただし書

中「団員が全団員」を「全ての消防団員」に改め，同項第１号を次のように改め

る。 

(1) 火災出動費用弁償 次の表に掲げる消防団員の区分に応じ，同表に定める

額 
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区 分 費用弁償の額 

基本団員 放水した場合 消防自動車１台１回につき ４０，０００円 

 放水しない場合 消防自動車１台１回につき ２０，０００円 

機能別団員  １人 １回につき ４，０００円 

第１４条第２項中「団員」を「消防団員」に改める。 

第１５条第１項及び第１６条第１項中「団員」を「消防団員」に改める。 

附 則 

この条例は，公布の日から施行する。 
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議案第１３５号 

 

常総市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例について 

 

常総市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例を次のように定めたい

ので，地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定によ

り議会の議決を求める。 

 

令和４年２月２４日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

提案理由 

本案は，令和３年８月１０日に人事院から公務員給与の改定が勧告されたこと

を受け，当該人事院勧告に準拠して一般職に属する職員に支給する期末手当の額

の改定等を行うため，これを提出する。 
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常総市条例第３２号 

 

常総市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例 

 

（常総市職員の給与に関する条例の一部改正） 

第１条 常総市職員の給与に関する条例（昭和３２年水海道市条例第９号）の一

部を次のように改正する。 

第１８条第２項中「１００分の１２７．５」を「１００分の１２０」に，

「１００分の１０７．５」を「１００分の１００」に改め，同条第３項中「１

００分の１２７．５」を「１００分の１２０」に，「１００分の７２．５」を

「１００分の６７．５」に，「１００分の１０７．５」を「１００分の１０

０」に，「１００分の６２．５」を「１００分の５７．５」に改める。 

（常総市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例の一部改正） 

第２条 常総市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例（平成２

８年常総市条例第１号）の一部を次のように改正する。 

第８条第２項中「１００分の１２７．５」を「１００分の１２０」に，

「１００分の１６７．５」を「１００分の１６２．５」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は，公布の日から施行する。 

（令和４年６月に支給する期末手当に関する特例措置） 

２ 令和４年６月に支給する期末手当の額は，第１条の規定による改正後の常総

市職員の給与に関する条例（第１号イにおいて「新給与条例」という。）第１

８条第２項（同条第３項又は第２条の規定による改正後の常総市一般職の任期

付職員の採用及び給与の特例に関する条例第８条第２項の規定により読み替え

て適用する場合を含む。）及び常総市職員の給与に関する条例（以下この項に

おいて「給与条例」という。）第１８条第４項から第６項まで若しくは第２２

条第１項から第３項まで，第５項若しくは第７項又は常総市職員の公益的法人

等への派遣等に関する条例（平成１６年水海道市条例第１６号）第４条の規定

にかかわらず，これらの規定により算定される期末手当の額（以下この項にお

いて「基準額」という。）から，令和３年１２月に支給された期末手当の額に，

同月１日（同日前１箇月以内に退職した者にあっては，当該退職をした日）に

おける次の各号に掲げる職員（給与条例の適用を受ける者をいう。以下この項



8 

において同じ。）の区分ごとに，それぞれ当該各号に定める割合を乗じて得た

額（以下この項において「調整額」という。）を減じた額とする。この場合に

おいて，調整額が基準額以上となるときは，期末手当は，支給しない。 

(1) 再任用職員（地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２８条の４第

１項，第２８条の５第１項又は第２８条の６第１項若しくは第２項の規定に

より採用された職員をいう。次号において同じ。）以外の職員 次に掲げる

職員の区分に応じ，それぞれ次に定める割合 

ア イ及びウに掲げる職員以外の職員 １２７．５分の１５ 

イ 新給与条例第１８条第２項に規定する特定幹部職員（次号において「特

定幹部職員」という。） １０７．５分の１５ 

ウ 常総市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例第７条第

１項に規定する特定任期付職員 １６７．５分の１０ 

(2) 再任用職員 次に掲げる職員の区分に応じ，それぞれ次に定める割合 

ア 特定幹部職員以外の職員 ７２．５分の１０ 

イ 特定幹部職員 ６２．５分の１０ 

３ 令和３年１２月に常総市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和

４３年水海道市条例第１１号）その他の市規則で定めるものの規定に基づき期

末手当を支給された者に対する前項の規定の適用については，同項中「令和３

年１２月に支給された期末手当の額に，同月１日（同日前１箇月以内に退職し

た者にあっては，当該退職をした日）における次の各号に掲げる職員（給与条

例の適用を受ける者をいう。以下この項において同じ。）の区分ごとに，それ

ぞれ当該各号に定める割合を乗じて得た」とあるのは，「常総市企業職員の給

与の種類及び基準に関する条例（昭和４３年水海道市条例第１１号）の適用を

受ける者その他の市規則で定める者との権衡を考慮して市規則で定める」とす

る。 

（市規則への委任） 

４ 前２項に定めるもののほか，この条例の施行に関し必要な事項は，市規則で

定める。 
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議案第１３６号 

 

常総市特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例の一

部を改正する条例について 

 

常総市特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例の一部を改正す

る条例を次のように定めたいので，地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９

６条第１項第１号の規定により議会の議決を求める。 

 

令和４年２月２４日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

提案理由 

本案は，人事院勧告に基づく一般職に属する職員の給与改定に準じて，市長等

特別職に支給する期末手当の額の改定等を行うため，これを提出する。 
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常総市条例第３３号 

 

常総市特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例の一部を

改正する条例 

 

常総市特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例（昭和３２年水

海道市条例第１５号）の一部を次のように改正する。 

第４条中「１００分の１２７．５」を「１００分の１２０」に，「１００分の

１６７．５」を「１００分の１６２．５」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は，公布の日から施行する。 

（令和４年６月に支給する期末手当に関する特例措置） 

２ 令和４年６月に支給する期末手当の額は，この条例の規定による改正後の常

総市特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例第４条の規定にか

かわらず，同条の規定により算定される期末手当の額（以下この項において

「基準額」という。）から，令和３年１２月に支給された期末手当の額に１６

７．５分の１０を乗じて得た額（以下この項において「調整額」という。）を

減じた額とする。この場合において，調整額が基準額以上となるときは，期末

手当は，支給しない。 

（市規則への委任） 

３ 前項に定めるもののほか，この条例の施行に関し必要な事項は，市規則で定

める。 



11 

議案第１３７号 

 

常総市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例につい

て 

 

常総市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例を次のように定め

たいので，地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定

により議会の議決を求める。 

 

令和４年２月２４日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

提案理由 

本案は，妊娠，出産，育児等と仕事の両立支援のために講ずる措置として，非

常勤職員の育児休業及び部分休業の取得要件の緩和等に係る改正を行うため，こ

れを提出する。 
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常総市条例第  号 

 

常総市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

 

常総市職員の育児休業等に関する条例（平成４年水海道市条例第１号）の一部

を次のように改正する。 

第２条第４号ア(ｱ)を削り，同号ア(ｲ)中「特定職に引き続き」を「引き続いて

任命権者を同じくする職（以下「特定職」という。）に」に改め，同号ア(ｲ)を

同号ア(ｱ)とし，同号ア(ｳ)を同号ア(ｲ)とする。 

第１６条第２号中「次のいずれにも該当する」を「勤務日の日数及び勤務日ご

との勤務時間を考慮して市規則で定める」に改め，同号ア及びイを削る。 

第２０条を第２２条とし，第１９条の次に次の２条を加える。 

（妊娠又は出産等についての申出があった場合における措置等） 

第２０条 任命権者は，職員が当該任命権者に対し，当該職員又はその配偶者が

妊娠し，又は出産したことその他これに準ずる事実を申し出たときは，当該職

員に対して，育児休業に関する制度その他の事項を知らせるとともに，育児休

業の承認の請求に係る当該職員の意向を確認するための面談その他の措置を講

じなければならない。 

２ 任命権者は，職員が前項の規定による申出をしたことを理由として，当該職

員が不利益な取扱いを受けることがないようにしなければならない。 

（勤務環境の整備に関する措置） 

第２１条 任命権者は，育児休業の承認の請求が円滑に行われるようにするため，

次に掲げる措置を講じなければならない。 

(1) 職員に対する育児休業に係る研修の実施 

(2) 育児休業に関する相談体制の整備 

(3) その他育児休業に係る勤務環境の整備に関する措置 

附 則 

この条例は，令和４年４月１日から施行する。 
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議案第１４２号 

 

常総市学校施設の開放に関する条例の一部を改正する条例について 

 

常総市学校施設の開放に関する条例の一部を改正する条例を次のように定めた

いので，地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定に

より議会の議決を求める。 

 

令和４年２月２４日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

提案理由 

本案は，民法の改正による成年年齢の引下げに伴い，団体の代表者の年齢要件

を引き下げる改正を行うため，これを提出する。 
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常総市条例第３５号 

 

常総市学校施設の開放に関する条例の一部を改正する条例 

 

常総市学校施設の開放に関する条例（平成３０年常総市条例第３２号）の一部

を次のように改正する。 

第４条第２項中「２０歳」を「１８歳」に改める。 

附 則 

この条例は，令和４年４月１日から施行する。 
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議案第１４３号 

 

市道の路線の認定について 

 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第１項の規定により次の路線を認

定したいので，同条第２項の規定により議会の議決を求める。 

 

令和４年２月２４日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

記 

 

路 線 名 起 点 終 点 

５０６１ 三坂新田町２０６０－２ 三坂新田町２０７５－１ 

 

提案理由 

本案は，土地区画整理組合が施行する土地区画整理事業により，新たに道路が

築造されることから，当該道路を市道として認定するため，これを提出する。 
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議案第１４４号 

 

市道の路線の認定について 

 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第１項の規定により次の路線を認

定したいので，同条第２項の規定により議会の議決を求める。 

 

令和４年２月２４日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

記 

 

路 線 名 起 点 終 点 

５０６２ 三坂新田町２０７７－３ 三坂新田町２１０９－１ 

 

提案理由 

本案は，土地区画整理組合が施行する土地区画整理事業により，新たに道路が

築造されることから，当該道路を市道として認定するため，これを提出する。 

 


